
様式第17号の4（第15条関係）   　　　　 【米国関税対策枠用】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年　　　　月　　　　日

住　所

企業名

代表者名

１　融資の対象要件

　　　米国関税措置の影響を受け、最近１か月間の売上高等（売上高又は売上総利益若しくは営業利益）が、前年、

　　２年前、３年前のいずれかの年の同月と比較して５％以上減少していること。

　　　

（Ａ） 千円 （Ｂ） 千円

％（（B-A）／B×100 ）

※ （Ａ）については、試算表や売上台帳等に基づく数値をご記入ください。

※ （Ｂ）については、決算資料等に基づく数値をご記入ください。

２　中長期的業況回復等

（１）今後計画的に取り組む事項

　　１　売上・受注の増加を図る　　２　収益性の向上を図る

（２）予想損益計算書

  経常利益 千円 千円 千円

前年度（　　　　年）決算 当年度（　　　　年）見込 次年度（　　　　年）見込

  売 上 高 千円 千円 千円

　米国関税措置の影響による売上高等減少の事情

　　３　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

経営環境変動対策資金に係る資格要件報告書

最近１か月間の売上高等
前年、２年前、３年前のいずれかの

年の同月の売上高等

売上高

最近１か月間の売上高等の減少率


